
＜留意事項＞

 今後、上記（１）～（６）以外に協議、情報共有を行うべき
事項が生じる場合、必要に応じ協議会を通じて行う。

（７）その他

 選 定 事 業 者 は 、 基 金 へ の 出 捐 （ 発 電 設 備 出 力
(kw)×250×30で算定される額）等を通じて地域や漁業との
協調策を講じる。公募占用計画の作成にあたっては、「4.おわり
に」に記載の趣旨を踏まえた提案を行うこと。

 地方自治体以外に基金を設置する場合は、基金台帳を備え付
け、定期的に外部監査を受ける

 選定事業者は、漁業影響調査を行う。

（２）地域や漁業との共存及び漁業影響調査について

等

 選定事業者は、事前調査、建設等に当たっては、関係漁業者、
船舶運航事業者、海上保安部等への協議等を行う。

（４）洋上風力発電設備等の建設に当たっての留意点

等

 選定事業者は、環境影響評価法その他関係法令に基づき、発
電事業に係る環境影響評価を適切に行うとともに、地域住民に
対し丁寧に説明する。

（６）環境配慮事項について

等

選定事業者は、本海域において操業されている漁業への影響を考
慮し、関係漁業者へ協議等を行う。

選定事業者は、とりまとめ別紙２に記載のエリアには洋上風力発電
設備を設置しない。

（３）洋上風力発電設備等の設置位置等についての留意点

等

 選定事業者は、地元自治体とも連携しつつ、地方創生にも資す
る発電事業の早期かつ確実な実施に努める。

 協議会は、選定事業者が協議会の意見を尊重して海域利用を
行う場合には、海域の利用を了承する。

（１）全体理念

等
 選定事業者は、メンテナンスの実施に当たっては、関係漁業者、

船舶運航事業者等への協議等を行う。
 選定事業者は、発電設備周辺の船舶の運航ルールについて、

関係漁業者、船舶運航事業者等への協議等を行う。

（５）発電事業の実施に当たっての留意点

等

 村上地域の「鮭文化」をはじめ、地域の海面・内水面における持
続可能な漁業体制の構築のほか、地域で生まれ育つ人々によ
る「シビックプライド」の醸成につながる地域活性化を期待。

（8）-洋上風力発電事業を通じた村上市及び胎内市の将来像-

新潟県村上市及び胎内市沖における協議会の意見とりまとめ（概要）
（2022年６月20日）
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